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情報流動量を考慮した都市間交通における

　　誘発交通量の予測手法に関する研究

高橋清高野蒸溜
佐藤　馨一　　五十嵐日出夫

　　　（平成5年8月31日受理）
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Kiyoshi　TAI〈A｝IAsm，　Shin’ei　TAi〈ANo，

　Keiichi　SA”roH，　Hideo　IGARAsHi

　　　（Received　August　31，　1｛　｛　3）

Abstraet

　　The　objective　of　tlie　study　is　to　build　the　induced　traffic　volume　by　using　inforination

flovLT．　For　plaRning　the　intercity　transport　system，　it　is　very　iirtportant　to　consider　the

travel　denaand　forecasting．　The　paper　describes　the　estimation　of　a　logit　model　between

induced　the　traffic　volume　and　the　appearent　traffic　volume，　fer　traffic　resistance．　Next，

we　built　the　modal　spilit　model，where　the　data　used　for　model　estimation　were　obtained　from

the　intercity　traffic　volume．　We　try　to　predict　the　future　traffic　volume　in　the　intercity

transport　between　Sapporo　and　other　main　cities　in　Asahikawa．　This　conclusion　contrib－

utes　to　the　intercity　traffic　system　in　Hokl〈aido．

1．研究の背景

　北海道における都市間交通は，地方空港の整備や高速道路の延伸などにより，今後益々大きな

変貌を遂げようとしており，今まで以上に総合交通体系を踏まえた都市間交通システムの整備が

必要となっている。しかし，都市間における交通機関整備には多額の投資が必要であり，交通量

の需要予測が一層重要となってくる。

　一般的に，新たに交通機関が整備されたり，既存の交通機関のサービス水準が向上した場合に

は，今までにない交通量が誘発される。実際，北海道の都市間においては，札幌一旭川間や札幌一

函館問等で，JRと都市間バス，またはJRと航空機が現交通量の奪い合いではなく，各交通機関

がそれぞれ輸送量を増加させており，交通サービスの改善による誘発交通量が顕著に現れている

例が多く存在する。

　しかし，この誘発交通盤を踏まえた需要予測手法は，MDモデル等の方法が提案されているが，
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未だ確立されていないのが現状である。

　そこで本研究は，清報流動量に着目し，誘発交通量を踏まえた将来交通量推定のモデル構築を

行うことを目的としている。本研究では，都市間の電話回数を清報流動量としてとらえている。

なぜなら，都市間の結びつき，つまり親和度を量的に示すのが都市間のOD交通量であるが，都

市間の電話回数は交通以上に都市間の結びつき，ひいては潜在的な交通量を示す指標と考えるこ

とができるからである。さらに，本研究では構築された推定モデルを北海道の都市間交通に適用

し，モデルの有効性の検討を行うことを罵的とする。

2．情報流動量を考慮した誘発交通量の予測

2．1　誘発交通量予測の既存手法1＞

　将来交通量は大きく，①基本交通量と②増加交通量とに分類できる。基本交通量は，OD調査に

よって求められる現在交通量と他の交通機関等から転移してくる転移交通量からなる。

　増加交通量は，①自然増加交通量：，②誘発交通量，③転換交通量から構成される。自然増加交

通量は地域の人口増加，所得水準の向上等に起囲する交通量の増加であり，誘発交通量は，交通

機関のサービス向上がもたらす交通量，転換交通量は，他の輸送機関から転換してくる交通量で

ある。以上将来交通量の概念を図一1により整理する。

　　　不

あ　キな　タ　　

　をの　をズ　ぽ

　　　／／

現在 将来
交通抵抗の減少

［＝＝D）〉

図1　将来交通量の概念醒

　中でも潜在交通量は，交通機関のサービス水準向上により従来潜在化していた交通が顕在化す

るもので，推定することが困難とされている。それゆえ，誘発交通量推計に関する研究は2＞極めて

数少ない。そのなかでも，塚原（運輸調査局）により実用化されたMD（Modal　Demand）モデル

は，MS（Modal　Split）モデルの改良版として比較的広く用いられている。このモデルの特徴は，

基本的な発想において，各モードの選択（配分）と旅行の意思決定（需要）とが，所要時間，費

用等を総合した各利用者の主観的な犠牲感の大きさによって定まるとしている点にある。しかし

MDモデルは，モデルが国家的規模のプuジェクトを想定して構築されている点，また，効用分

布にどのような分布をあてはめるか等の問題点が指摘されている。
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2．2　情報流動量を考慮した将来交通量の推定

　一般に交通とは，人，物，情報の流動であると定義されている。これまで交通を用いて都市間

の結びつきや親和度を量的に示す場合，都市闘ODが用いられてきた。しかし，都市間ODは常

に交通抵抗が介在しており，抵抗を除いた都市間の結びつきや親和度を分析する場合，情報流動

に着目する方法が考えられる。情報流動を考えるにあたっては，都市間の電話使用回数等を指標

とする場合が多い。

　宮川3＞らは都市間の交通流動（都市間OD）と情報流動の関係について，①代替，②補完，③相

乗関係の3種類の分類に整理している。中でも，情報流動は交通流動の代替，あるいは補完手段

として捉えられることが一般的である。つまり，交通による移動の場合には，時間や費用等によ

る交通抵抗が少なからず伴い，抵抗が大きいときには交通そのものをあきらめて，通信等他の手

段により目的を達する（代替性）。また盛んに情報が流動することで交通そのものが喚起され易く

なる（補完性）。

　以上の考え方における代替性に注圏し，情報流動を用いた都市間の結びつきから，現存しない

交通機関の需要量を渡辺）らが，北海道のコミューター航空を例にモデル化し，推計を行ついる。

また，文5）は都市内の交通需要と情報の関連について，企業立地の観点から分析を行っている。

　しかし，都市問交通において情報流動着目し，誘発交通量をも含めた総合的な需要予測に関す

る研究はあまり例がなく，今後極めて重要な課題であると考えられる。

3　誘発交通量推定モデルの理論構築

3．1　誘発交通盤推定モデル理論展開

単位情報流動量当たりの交通流動量を一一つの尺度として捉え，交通量を推定することを考える。

　本研究ではまず，重力モデルより次式をそれぞれ交通流動量，および情報流動量と定義する。

ここで，情報流動量の情報抵抗（例えば電話料金）は実際には生じているが，交通抵抗に比べれ

ば相対的に極めて小さく無視でき得るものと仮定した。

い」
1，j　：m　Pi．P」

Tij　：都市iと1間の交通流動量

Il」　：都市iと1間の情報流動量

Pi，　P」：都市iと1の入口

Rij　：都市iとj問の交通抵抗

k，m：定数

（1）

（2）

　都市規模の異なる箇所を同じ尺度で評価するため，各都市圏の人口積により基準化を行い指標

をつくる必要がある。ここ：では，（3）、（4）式から次式をそれぞれ交通流動係tw　T’lj，情報流動係数1’ij

と定義した。面形より明らかなように，出勤係数は『相互都市間の人口積当たりの交通（情報）

流動量』にほかならない。

T・「射 （3）
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・・一 （4）

　　T’，j　：都市iと1問の交通流動量係数

　　Pl∫　：都市iとj間の情報流動量係数

　ここで，前述したように情報量で基準化した尺度を単位情報量当たりの顕在交通量Ki」と表し，

（5＞式のように定式化する。

　　　　　　　　一T，

K・・一 ¥一一聾一壽　　　　　　　　（・）
　　　　　　　　　P，Pj

　この結果，基準化したKijは実質的には，両都市の入口の大小という影響には左右されず，交通

と情報の絶対量で定まることがわかる。この尺度を単位情報量当たりの顕在交通量Kljと表し，以

下のように定式化を行う。

Kij　＝　一Ell？一i．　一F（R，，）
（6）

　以上の式について，尺度化した顕在交通re　Kijと交通抵抗指数R，jの関係を面一2のように仮定

し，モデル構築を行う。

　①交通抵抗指数Rijが少なくなっても，顕在交通tP　K、jはある一定の値γを超えることはない。

　②交通抵抗指数Rijがある値まで減少したときの誘発効果は著しいが，ある域値からの交通抵抗

改善効果は鈍くなる。

　以上の仮定を基に，KuとRij｛Dデータをロジスティック曲線で回帰し，パラメータ推定を行った

結果，誘発交通量と交通抵抗との関係モデルは（7）式のように定式化される。

　KIP：顕在交通量

　γ　：単位情報量：当たり交通量の上限値

　R，j：交通抵抗指数

また，誘発率ψljを以下のように定義する。

脚継一Kl｛罐P
　ψi3：誘発率

　YIP：整備後の誘発交通量

KIP：整備後の顕在交通量

　KIP：整備前の顕在交通量

（7）

（8）
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潜在・顕在・誘発交通量の関係

単γ
位

情

報

当　c

たこ：

り

の

交

通

量

潜在交通量Si」（「）

ノ

”』q’…

潜在交通墨Si」（P）

誘発
　　　　（f）通蟄Y正」

v．＿

、『↓

顕在交通量

o

Klj（「）

顕赦麗Ki」（P）ｵ
R

　　　P，　ij　〈f）　R　ij　〈P）

　　　　交通抵抗指数

図2　潜在・顕在・誘発交通量の関係

3。2交通抵抗の算出

　モデルのパラメータ推定を行うにあたり｝都帯間の交通抵抗を算出し，交通抵抗指数Rljとして

定式化する。これは社会現象の場所的・時関的差異を捉えるため経済統計等で利用されている総

合指数の考え方を交通抵抗の表現に援用したものである。今回用いた交通抵抗は，①蒔間距離

②頻度抵抗，③料金抵抗から構成されている。

　ここでは，都市iを札幌，また基準都市として，全ての種類の公共交通機関が整備されている

札幌一函館問を1．0とし，各都市間の指数を求めた。

瓦一点準．，紹
（9）

Rij：都市間iと1間の交通抵抗指数

rij　：都市間iとj問の交通抵抗値

rlo　：都市間iと基準都市0間の交通抵抗値

Sij　：都市間iと」間の交通機関別シェア

　α：交通機関

　k：交通抵抗要因

　n：交通抵抗要因数

　以上の交通抵抗要因を用い，札幌と各都市間における交適抵抗指数を算出したものが，図一3

である。

3．3　モデルのパラメータ推定

　3．2で求めた交通抵抗指数を用い，式（7）におけるパラメータ推定を行った。推定結果が式

㈹である。

Kl？＝ites．p［2．e35sR，，一i．e43］　Go）
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各都市の交通抵撤話敷
　1．6

嘉窪

＃gi

：ig， κ　．．．

　冗

F：：霧

@北見

：：：灘：：：

　z

煤f ＝物　　　　　　　　Z　　Z

稚内　　　　　　　　　　函館　　帯広　　’室蔭　　旭jli　小樽

　　　都　市

図3　交通抵抗指数

　ただし，単位情報量当たり交通量の上限値γは，十分に公共交通機関が整備されている，札幌一

小樽問の交通量をもとに設定した。

4．交通機関別選択モデルの構築

4．1　ロジットモデルの誘導8）

　ここでは，交通サービスの向上による増加した交通量に関して，交通機関選択モデル用いて各

交通手殺の選択率を推定する。交通機関選択モデルはロジットモデルや重回帰モデル，数量化理

論をベースとして，意識データ及び行動データによってパラメータを推計し，構築する。本研究

では選択モデルとして集計ロジットタイプのモデルを用いる。

Pi＝z

　　　　ロユ
exp（a。＋ΣaiXij）

　　　　j＝1
ほコ　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

Σexp（a。＋ΣaミXij）
i巫1　　　　　　　｝＝1

（ll）

　ここで　Pt　：交通機関の分掻率

　　　　　Xl」二交通機関の選択要國

　　　　　1　：要因数（1＝1，…　，n）

　　　　　ao，　al，　a2，。。。an：パラメータ

　式（IDに示すロジットモデル（Logit　Model）は交通機関選択モデルとして用いる場合，次に示すよ

うな機能を有している。

①選択確率Pが必ず〔0，1〕に入る。

②式（IDを変形することにより，　a。，　a1，・・a、のパラメータを容易に計算することができる。

③データの内挿が可能であり，選択モデルとしての操作性が優れている。

　そこで本研究では，ロジットモデルを情報理論に基づいて誘導することを試みる。

　我々はロジットモデルを，「交通機関の選択はエントロピーを最大化するように決定される」と

いう仮定のもとで，次のように誘導する。

　　　　　　　　H・＝一Σ　Pil。Pi→Max　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12＞
　　　　　i＝1

　式（12）を式㈲のように変形する。
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　一H＝・Σ　PilnPi→Min
　　　iml

これを次の3条件のもとで解く。

　　
ΣP，＝1

　【＝：1

　Pi＝6i

　ぬ　　　　　　　　　　　　　に

　ΣPiXij＝Σ】（カXガゴ
j・＝1　　　　　舛1

ここで　P，　：交通機関iの選択性

　　　i　：交通機関の種類

　　　j　：選択要事数

　　　曙　：実現確率

　　　Xij：i交通機関の1選択要因
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（13＞

（14）

（15）

（16）

　ここで，Lagrangeの未定係数法を用いるため，関数Φを次のように定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まコエ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　ロ

　　Φ＝Σpil漁p一θ（Σpi－lt）一ao（p一窃）一a（Σ　P，X，，一Σ携Xl」）　　　　　　　　　　（17）
　　　i＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 j＝＝！　　　　　　　　　　 jrm1

　ただし，θ，a。，a」：未定係数

　式⑳をP，，θ，a。，ajで偏微分すると

　∂Φ／∂Pl＝0より

　　　　　　　　　　ロ　　1十lnP「θ一ao一ΣajXij＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
　　　　　　　　　　i＝！

　となる。式㈱をさらに変形すると，

　　　　　　　　　　　　　　　Pl＝exp（θ一1）exp（ao一ΣajXij）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19＞
　　　　　　　　　　　　j・＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　じエ　すべての交通機関について考えると，ΣPl＝1より
　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で　　　　　　　　　　　　　　　　け

　　Σ　P　・＝　exp（θ一1）Σexp（a。一Σ　ajXij）＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
　　…＝一t1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…＝l　　　　　　　　　　　　　j㌫1

　式⑳を式⑲へ代入すると，ロジットモデルの一般形が得られる。

　　　　　　　　　ほ　　　　exp（ao十ΣajXi」）
　　Pl　m　ln　　　　　j冨1，、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）

　　　　Σexp（ao一Σ　ajXi」）
　　　　i・・1　　　　　　　j司

　ロジットモデルは効用理論からも誘導できるが，理論前提を吟味すると情報理論からのアプロ

ーチが妥当性が高いように思われる。なぜならば効用理論にもとつく場合，誤差変動がワイブル

分布すると仮定した時のみロジットモデルになるからである。もし，誤差変動が正規分布に従う

としたならば，誘導されるモデルはプロビットモデルになる。これに対して情報理論からのアプ

ローチは，「エントロピーを最大化する」という仮説を用いている。この行動仮説は，マクロ的に

は公理とみなされており，交通機関選択行動においても成立すると考えられるからである。
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4．2　モデルのパラメータ推定

　以上構築されたmジットタイプのモデルにより，各交通機関の選択率を推定する。

　今回は，すべての都市間に存在する∫Rに着目し，JRの整備により交通サービスが向上した際

の誘発交通量の推定を行う。式（22）は定式化された，JR選択モデルである。モデル式に取りあげた

説明要因は，都市間シェアよりJRと対抗していると考えられる交通機関を取りあげ，その運賃差，

所要蒋問差，競合交通機関種別を説明甲声としている。

　以上の要國を用い，各交通における平成2年度実績データにより回帰し，パラメータを決定し

た。

　　　　　　　1PJR　：
　　　1十exp　［F（X）］

F（X）　：O．OeO180X，一〇．659X，一2．12X，一〇．0839

　　r2＝O．79

（22）

X，：運賃差（競合交通機関とJRの運賃差）

X2：時間差（競合交通機関とJRの所要時間差）

X3：対抗交通機関の種別（0：バス、！：航空機）

　モデルより推定された各都市間の予灘値と実績値とを比較したものが図一4であり，ほとんど

の都市聞において現状を良く再現している。

J　Ras送選択率

　　1
：lg

選。’7

択α6
率。・5

　0．4

　0．3

　0，z

　O．1

　　e

　　　都市
鯵　実績値　［⊃　予測値

図4　交通機関選択モデルの現状再現性

5．誘発交通量推定モデルの現状再現性

5．1　貌幌一瓶川間の現状

　以上構築されたモデルを用い，札幌一旭川間においてモデルの再現性の検証を行った。

　札幌（入口170万人）、旭川（人口36万人）の両市は北海道における2大都市である。両都市間距

離が約135kmであり，高速都市間バスとjRとの競合関係において注目されている区間である。高

速都市間バスは，札幌一旭絹間の高速道路延伸に伴って，低料金，高頻度等のサービス水準向上

によりシェアを伸ばしてきた。一方JRは，最高速度を1301｛m／hとする高速化や，企画乗車券に

よる料金見直しを行い，バスに対抗している。
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　その結果，札幌一一jLH川間においては鉄遵における利用者がバス同様に増加傾向を示しており，

誘発効果が着実に現れている区部である。

5．2　モデルの適用

　今回構築したモデルにより，札幌一品川間の誘発交通量を考慮した需要予測の推計を行う。

　最終的な増加率は全体の誘発率によって定まる。従って，以下の手順で計算できることになる。

1）交通抵抗指数より，単位情報当たりの交通量を求め，整備後の誘発率算出を行う。

2）全交通機関のOD交通量を次式より求める。

　全交通機関のOD交通量罵現在のOD交通量（1＋誘発率）×情報の増減率

3）JRのサービスレベルによるJR選択率を推計し，　JRのOD交通量の算出を行う。

　JRのOD交通量：u・全交通機関のOD交通量×JR選択率

　以上の手順より，今回は平成元年と平成3年において，JRおよび都市間バスの所要時間の変化

による交通抵抗の減少が，誘発交通量をどの程度増加させたかについて検証する。その際，情報

の増減率はない（1．0）と仮定し推計を行う。

　既存データによると，平成元年の札幌一楽川間における全公共交通機関OD交通量は，約203万

人である。また，平成元年の札幌市と旭川市問の交通抵抗指数を求めると，R，・・O．451である。ま

た，同様に平成3年の2都市間の交通抵抗指数は，R2・＝O．360となる。

　そこで，今回は情報の増減率を1．0と仮定しているので，誘発率（v）は8．8％となり，平成3年

における札幌一旭邦楽の公共交通機関による総OD交通量は約203万人×（1＋0．88）×1．O　・・　220．8

万人と推計される。この予測値と実績値を比較すると，平成3年の実績値は，225万人であるので，

その予測精度は97．8％と極めて高く，モデルの有効性が検証された。

6．おわりに

　本研究は，都市間交通において情報流動量に着陽し，誘発交通量を含めた将来交通量推定モデ

ルの構築を行なった。この方法により，今まで推計が困難とされてきた誘発交通量を理論的に推

計することが可能となった。

　さらに，札幌一思川間にモデルを適用し，交通サービス水準の向上による誘発交通量を含めた

将来交通量の推計を行った結果，極めて高い予測精度であることが検証された。

　今後は，全く新しい交通機関が都市間に整備された場合，たとえば，北海道における新幹線の

整備に際しての将来交通量推計を行い，その計画情報としての有効性を検討する必要があると考

える。
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